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1. はじめに 
貿易額の大きさはどのように決まっているのだろうか。この基本的な問いに答えるのが、

重力方程式（gravity equation）である。重力方程式は、国際貿易の分野で実証的に大変成
功した式であるといわれている（Feenstra, 2004）。近年、重力方程式は、理論・計量分析
手法の両面で発展が著しい。今回は、重力方程式の概要とその基本的な推定方法を紹介し、

次回以降で、理論的基礎と近年の発展を紹介したい。 
 
2. 重力方程式とは何か 
重力モデル（gravity model）では、貿易額は、経済規模（GDP）の大きい国同士では大き
くなる一方、互いの距離が遠いと小さくなると考える。これは、天体と天体の引力が天体

の重量に比例し、天体間の距離に反比例することに似ている。つまり、次のような関係が

成り立つと考える。 
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 （係数は略） 

ここで、 ij貿易額 は国 iから、国 jへの輸出額や輸入額である。 iGDPは国 iの経済規模、 jGDP

は国 jの経済規模である。Aは定数。 ij距離 は、国 iから国 jへの距離である。伝統的には、

対数線形化した以下の式を最小自乗法で推定する。 

ijijjiij GDPGDP εβββα ++++= 距離貿易額 lnlnlnln 321  

ここで ijε は誤差項である。 

 
この基本の式に、追加的な変数を加えて分析を行うこともできる。たとえば、経済連携協

定（EPA）を結んでいる国であれば、輸出額を増えるのか分析したければ、以下の式を推
定すればよい。 

EPA
ijjiij DGDPGDP 4321 lnlnlnln ββββα ++++= 距離貿易額  
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EPAD は、貿易を行う国 iと国 jが経済連携協定を結んでいれば１をとるダミー変数である。

もし、データを用いて推定した 4β の値が正に有意であれば、経済連携協定結んでいる国ほ

ど貿易額が多いといえる。 
 
3. データの入手 
では、どこから、貿易額や説明変数（経済規模、距離）のデータを得ればよいのだろうか。

Feenstra et al. (2010) が、貿易・直接投資データの現状について詳述しており、参考になる

が、本稿では、重要なものを簡潔に紹介する。 
 
A) 貿易額 

まず、貿易額は、日本の詳細な財別国別の輸出・輸入額であれば、財務省貿易統計のサイ

トから無料で入手できる。世界の財別国別の貿易額であれば、国連の UN Comtradeが有名
である。ただし、UN COMTRADEはまとめてダウンロードするのは有料である。IMFの
Direction of Trade Statisticsも有料の CDで高価である。 
 
無料で入手できるものとして、著名なのは、Robert Feenstra教授（カリフォルニア大学デ
ービス校）が作成された「NBER-United Nations Trade Data, 1962-2000」である(Feenstra 
et al., 1997, 2005)。主に UN COMTRADEから作成した世界の国別財別の貿易データが無
料で入手できる。ただし、データ形式は統計分析ソフト Stataなどにしか対応していない。
また、このデータベースは 2000年以降のデータの更新がなされていない。 
 
現在フランスの経済研究機関 CEPIIが、同様の貿易データベース BACIを構築して、有料
で公開している。200以上の国、1995-2007年の貿易を網羅している（Gaulier and Zignago, 

2010）。 
 
アメリカの貿易データは、Feenstraのサイトの他に、Peter K. Schott（イェール大）のサ

イトからも入手できる（Feenstra et al. 2002; Schott, 2008; Pierce and Schott, 2009）。 
 
B) 経済規模 

経済規模としては GDPや 1人あたり GDPを用いることが多い。GDPは世界銀行のWorld 
Development Indicatorsが便利である。Amazonで購入できる CD（5000円程度）は GDP
以外のさまざまな変数を含んでいて有用である。このWorld Development Indicatorsは、
世界銀行のサイトから無料で入手できる。ただし、無料で入手できるネット版よりも CDの
方が使いやすい。 
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世界銀行や国連などの国際機関の経済統計の問題点として、台湾のデータが欠落している

ことがあげられる。台湾を分析対象に含めたいのであれば、ペンシルベニア大学の、Penn 
World Tableが便利である。ペンシルベニア大学のサイトから無料で GDPなどの基本的な
世界の経済データを入手できる。 
 
C) 距離や言語 

2国間の距離のデータは、フランスの研究機関 CEPIIのサイトから「The CEPII Gravity 
Dataset」を無料で入手できる。距離以外にも、2国間で言語が共通であるか否かなど、重
力方程式に用いられる多くの変数が含まれている。 
 
D) 世界貿易機関、共通通貨、財の種類 

研究者個人が提供している重力方程式に用いることができる変数も幾つかある。Andrew 
Rose（カリフォルニア大学バークレー校）のサイトには、世界貿易機関や共通通貨の加入
の有無に関するダミー変数があり（Rose, 2000, 2004）、James Rauch（カリフォルニア大学
サンディエゴ校）のサイトには財の種類に関する変数がある (Rauch, 1999)。その他に、Jon 
Havemanのサイトにも有益なデータが集められている。 
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4. データの接合 
貿易データや GDPデータ、距離データなど複数のデータを接合しなければ、重力方程式の
推定のためのデータセットは完成しない。その接合の作業に便利なのが、ISO 国名コード
である。これらのデータには普通、国別の三桁の ISO コードが振られている。たとえば、
日本は JPNという国コードになっている。このコードを利用して、複数のデータを接合す
ることができる。 
 
ただし、財務省貿易統計は、ISO コードではなく、独自の国コードを貿易統計に賦与して
いる。「外国貿易等に関する統計基本通達 別紙第 1 統計国名符号表」を財務省貿易統計の
「各種コード」ページから入手することができる。この統計国名符号表によれば、たとえ

ば、アメリカ合衆国は 304になっている。 
 
すべてのデータの接合が終われば、下記のような構造の表のデータセットが完成するはず

である。 
 

表 1：重力方程式の分析用データの一例 
輸出国 輸入国 輸出額 輸 出 国

GDP 
輸 入 国

GDP 
距離 EPA 

日本 米国      
日本 英国      
･･･ ･･･      
米国 英国      
米国 日本      
･･･ ･･･      
英国 米国      
英国 日本      
･･･ ･･･      

 
財務省貿易統計を使った場合は、輸出国もしくは輸入国が日本のみになる。 
 
5. 推定 
データセットが完成すれば、貿易額や GDP、距離の対数値を取る。そして、最小自乗法で、
各説明変数の推定係数を得ることができる。輸出額もしくは輸入額の対数値を、輸出国の

GDPの対数値、輸入国の GDPの対数値、距離の対数値、経済連携協定ダミーに回帰する。
これは、エクセルのアドインである「分析ツール」でできる。「分析ツール」が入っていな
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い場合は、エクセルのオプションでアドイン「分析ツール」を追加すればよい。もちろん、

計量分析ソフト Eviewsや Stataでも推定できる。 
 
推定された係数は、弾性値（弾力性）を意味する。弾性値は、説明変数が何パーセント増

加したら、貿易額が何パーセント増えるかを示すものである。たとえば、距離の係数は以

下のように書ける。 

ij

ij

距離

貿易額

ln
ln

3 ∂

∂
=β  

この式は、距離に関する貿易額の弾性値の定義になっている。対数微分の公式 dlnX/dX=1/X
より、dlnX=dX/Xという関係があるからである。 
 
下の表は、最近の新々貿易理論を展望した著名な論文、Bernard et al. (2007) における重
力方程式の推定結果である。米国から 175カ国への輸出に限定した分析である。そのため、
米国の GDPは説明変数に入っていない。表はアメリカから各国への輸出額を被説明変数と
したときの結果である。相手国の GDPが 1%大きくなると、米国の輸出額が 0.98%増える
ことを示している。米国からの距離が 1%遠くなると、米国の輸出額は 1.36%小さくなる。 
 

表 2：アメリカの輸出額の重力方程式の推定結果 (2000) 

 
出所：Bernard et al. (2007) 

注：括弧内は標準誤差、定数項は省略。 
 
6. 日本の貿易データの課題 
最後に、日本の貿易データの課題について触れておく。貿易データを用いた分析は、貿易

政策の基礎として重要である。そのため、アメリカでは、Feenstra et al. (2010) に記されて

いるように、貿易データの整備が進められている。しかし、現在の財務省貿易統計に関し

ては、財分類の変更を時系列で追える貿易財分類の時系列接続表が整備されていない。そ

のため、日本の財務省貿易統計のデータは、国別に財レベルで時点間で接合されていない。 
 
このように財務省貿易統計に課題がある中で、経済産業研究所（RIETI）では、清田耕造・

輸出額の対数値
GDPの対数値 0.98

(0.04)
距離の対数値 -1.36

(0.17)
標本数 175
決定係数 0.82
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横浜国立大学准教授/RIETIファカルティフェローが中心となって、産業別・相手国別の日
本の財貿易データ「JIP貿易統計」(1980-2009)を作成している（清田、2010）。 
 
7. 終わりに 
今回は、重力方程式の基本を概説した。近年の研究によって、従来の重力方程式の推定に

は、貿易理論・計量経済学の観点から、問題があることが、分かってきた。次回以降、重

力方程式の理論的基礎や近年の発展を紹介していくことにする。 
 
注 
本稿は、財務省財務総合政策研究所「財政経済理論研修」（2012年 5月）での配付資料を
加筆改訂し、作成した。 
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補論：主なデータ入手先 
・国連貿易統計	
 UN COMTRADE 
http://comtrade.un.org/ 
・NBER-United Nations Trade Data, 1962-2000 

http://cid.econ.ucdavis.edu/data/undata/undata.html 
・財務省貿易統計 
http://www.customs.go.jp/toukei/info/ 
・外国貿易等に関する統計基本通達 別紙第 1 統計国名符号表 
http://www.customs.go.jp/toukei/sankou/dgorder/a1.htm 
・The CEPII Gravity Dataset 
http://www.cepii.fr/anglaisgraph/bdd/distances.htm 
・Andrew Roseのサイト 
http://faculty.haas.berkeley.edu/arose/ 
・James Rauchのサイト 
http://weber.ucsd.edu/~jrauch/ 
・Peter K. Schottのサイト 
http://faculty.som.yale.edu/peterschott/ 
・Jon Haveman's International Trade Data 
http://www.macalester.edu/research/economics/PAGE/HAVEMAN/Trade.Resources/Tra
deData.html 
・Penn World Table 
http://pwt.econ.upenn.edu/ 
・World Development Indicators 
http://data.worldbank.org/data-catalog/world-development-indicators 
・BACI(Base pour l'Analyse du Commerce International; International Trade Database at the Product 

Level) 

http://www.cepii.fr/anglaisgraph/bdd/baci.htm 
・JIP貿易統計（RIETI日本産業生産性(JIP)データベース付帯表） 

http://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2011/index.html#04-5 


